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International Energy Outlook 2009(US DOE/EIA)によ
ると，世界のエネルギー消費量は 2006 年から 2030
年までにさらに 44％の増加が見込まれている．特に
その伸びが大きいのは，運輸(旅客･貨物)部門と民生
(家庭･業務)部門であり，技術，規制，経済的手法な
どさまざまな削減手段が検討されている． 
運輸部門のエネルギー消費量の削減策として，都
市構造(居住地･商業･工業･都市施設の空間的配置)の再編
が自動車依存型である低密度な居住地を主な対象と
して検討されている．都市における住宅や事業所の
配置の変更により，エネルギー効率の悪い自動車か
らそのほかの交通機関への転換や移動距離・移動時
間が短縮されるなど人々の交通行動が変化すること
により運輸部門のエネルギー消費量削減に有効であ
るという研究がなされている(北村ら(1999))． 
しかしながら，先行研究は以下の 2 つの大きな問
題点を有している． 
第一は，居住地移転による影響が運輸部門におい
てのみ生じると仮定されていることである．実際に
は，居住地が変化すると，人々の活動スケジュール
も変化し，仮に移動時間の削減により交通エネルギ
ー消費量が削減されるとしても，他の活動へ使う時
間が増加しているため，運輸部門以外のエネルギー
需要部門のエネルギー消費量が増加する可能性があ
る．たとえば，移動時間の減少が在宅中に TV を観る
時間を増加させ，運輸部門のエネルギー消費量が削
減されても，民生(家庭)部門のエネルギー消費量(こ
の場合は電力消費量)が増加する．そのため，都市構
造の再編によりひとびとの活動がどのように変化し，
それにより運輸部門以外のエネルギー消費量がどの
ように変化しているかも視野に入れて削減効果を試
算する必要がある． 
第二は，これまでの研究は，世帯あるいは個人に
焦点を当てて分析がなされており，世帯構成人員間
の相互作用と共有時間が無視されていることである．
実際には，各個人がどのような世帯に属しているか
により活動の仕方が異なること(世帯人員間の活動の
相互作用と呼ぶ)や，特に在宅時の活動においては一
人ひとりの消費するエネルギーには世帯で共有して
いる部分(共有時間と呼ぶ)があるため，世帯で生活
している点を考慮する必要がある．したがって，こ
れらが考慮されていない先行研究の結果は，影響を
過大あるいは過少に評価していることになる． 
エネルギー需要部門間の相互作用を世帯単位で活
動を通じて考慮するには，世帯人員一人ひとりの一
日の活動スケジュール，世帯人員同士の活動スケジ
ュールの関係，そしてこれらと世帯のエネルギー消
費量が同時に把握する必要があるが，これらを直接
調査している統計調査は入手することができない． 
一方で，世帯の活動に関する既存の統計調査は，
集計単位や地域区分などが統一されていない場合が
多いが，部分的には活動スケジュールと世帯属性の
関係が調査されている． 
また異なる複数の統計調査(ミクロデータ(個票デ
ータ)とミクロデータ)を共通する情報を基に統合利
用する方法や，マクロデータ(集計データ)からミク
ロデータを生成する方法が既に提案されている
(Marcello D’Orazio,2006)． 
本研究は，新たな調査を実施するのではなく，複
数の統計調査を組み合せることで，世帯の活動スケ
ジュールに関するミクロデータを生成する方法を開
発し，エネルギー消費量の推計を行うことを目的と
する．推計する際のポイントは，ミクロデータであ
る交通行動の間にマクロデータである活動をどう割
り当てるか，世帯人員間の活動の相互作用，共有時
間の 2 点をどう考慮するかである．そしてその人工
的なミクロデータを用いて世帯の活動をモデル化し，
居住地誘導によるエネルギー消費量削減効果を世帯
の家庭エネルギー消費量と交通エネルギー消費量の
相互作用を考慮して評価することの必要性を定量的
に示す．以下，各章の内容と成果を述べる． 
第 2 章では先行研究のレビューを行い，本研究の
特徴を述べた．まず，通常民生･運輸･産業と 3 つの
部門単位で把握されるエネルギー需要の削減策はこ
れら部門単位で行われるが，人々の活動を通じてこ
れらエネルギー需要部門間には相互作用があること
を指摘し，これを考慮する必要性があることを明ら
かにした．さらに活動には世帯人員は共有して行う
ものがありそれらを世帯単位でとらえなければエネ
ルギー消費量が適切に把握できないことを指摘した． 
中井ら(2008)は民生(家庭)部門と運輸(旅客)部門
のエネルギー消費量を居住地誘導によってどの程度
削減可能か宇都宮市を対象として試算している．し
かし家庭エネルギー消費量の推計に際して，建て方
×世帯類型の原単位を数サンプルで作成し宇都宮市
全域に適用しているため，交通エネルギーも同時に
評価指標としているが相互作用は考慮されていない． 
また統計調査を用いて活動をシミュレーションで
再現した家庭エネルギー消費量の推計を NHK 国民生
活時間調査のみを用いて行なわれてきた(森川ら
(2005)など)．しかしながら活動スケジュールの精度
自体への問題(在宅･移動･外出の区別がつかない，世
帯類型ごと居住地ごとの違いが不明，共有時間が考
慮できない)に加え，交通エネルギーを推計すること
に適していないといった課題がある． 
そして都市構造再編評価において考慮する必要が
あると考える世帯属性と活動スケジュールを示しそ
れらについて断片的に把握することができる統計調
査がすでに存在すること，また先行研究において提
案されている人工的なミクロデータの生成方法やミ
クロデータの統合利用の方法を整理した．エネルギ
ー消費量の実測調査には多大なコストがかかること
から，こうした既存統計調査の統合利用からエネル
ギー消費量が精度よく推計できることが可能である
かを検討することには意義があることを述べた． 
以上を踏まえ，本研究の特徴を以下の 3 点である
と整理した． 
①新たな調査を行うのではなく，世帯の活動を部分
的に調査している(集計区分の異なる)複数の既存
統計調査を組み合わせた世帯のエネルギー消費量
の推計を行なうこと 
②在宅時の活動について，世帯人員間の活動の相互
作用と共有時間を考慮すること 
③活動を通じた民生(家庭)部門と運輸(旅客)部門に
対応するエネルギー消費量の相互作用を考慮した
居住地誘導の評価を行なっていること 
 
第 3 章では，世帯の活動に関する複数の既存統計
調査のうちマクロデータである NHK 国民生活時間調
査(NHK 調査)とミクロデータであるパーソントリッ
プ調査(PT 調査)の統合利用の方法を提案した． 
まず都市構造再編評価において考慮する必要があ
ると考える世帯属性と活動スケジュールを示しそれ
らについて断片的に把握可能な統計調査を整理した． 
その中で，本研究で特に着目している活動を通じ
たエネルギー需要部門間の相互作用を考慮するため
に活動について調査されている NHK 調査・社会生活
基本調査・PT 調査を本研究で使用することとした．
さらに 3 つの統計調査の特徴を整理し本研究におけ
る使い分けとその理由を述べた． 
ミクロデータである PT 調査は NHK 調査や社会生
活基本調査では把握できない情報が多いこと(在宅･
移動･外出の区別が可能，世帯類型ごと居住地ごとの
違いが把握可能，交通エネルギーが推計できる利用
手段や目的地が把握可能)からベースとする統計調査
として使用することとした．NHK 調査は活動時間の
標準偏差や TV やラジオなどの活動が詳細である，ま
た TV の「ながら行為」についての情報が公表されて
いることから，PT 調査へ割り当てる在宅時の活動デ
ータの生成用に利用することとした．社会生活基本
調査は公表されている属性区分が多いこと，一緒に
いた人率が公表されていることから，世帯の活動の
相互作用と共有時間を考慮する際に使用することと
した． 
そしてミクロデータである PT 調査とマクロデータ
である NHK 調査の統合利用方法を示した．NHK 調
査と PT 調査が同じ母集団から抽出されたサンプルで
あるという前提を置いた上で，それぞれの統計調査
で把握されている情報から統合利用をした際に満た
されるべき関係を整理した． 
そして NHK 調査から活動のミクロデータを生成す
る．ここではモンテカルロシミュレーションにより
活動ごとのミクロデータを生成する．そして PT 調査
の各サンプルの在宅時間に活動データを割り当てる．
具体的には PT 調査の各サンプルの在宅時間の合計を
所与として，活動ごとのミクロデータを活動ごとの
実行しやすい時刻に関する確率分布として NHK 調査
の時刻別行為者率を利用して同時生起確率が最大に
なるように割り当てていく方法を提案した． 
この方法は PT 調査との統合利用により，既存の
NHK 調査のみを用いた在宅時の活動の生成よりも合
計在宅時間があらかじめ設定できる点や，在宅時間
帯と時刻別行為者率の関係から行なう可能性のない
活動をあらかじめ選択からはずすことができる点で
優れている． 
第 4 章では，世帯人員間の活動スケジュールの相
互作用と共有時間を考慮する方法を提案している． 
NHK 調査と PT 調査の統合利用では，属性が共通
するかどうかで統合する情報を設定しているが，
NHK 調査では個人類型(性別,年代,就業の有無）しか
属性が公表されていない．共通する属性に世帯類型
を加えることで相互作用を考慮したうえで PT 調査と
統合利用できる． 
そこで，社会生活基本調査の個人類型別，世帯類
型別の行為者率と平均活動時間の周辺分布から内部
分布を求め，その値を NHK 調査の行為者率と活動時
間にかけ合わせて NHK 調査の値を個人類型別世帯類
型別の値に変換することによって相互作用を考慮す
る方法を提案した． 
また共有時間は活動が行われている部屋の使用確
率を定義し，社会生活基本調査の「家族と一緒にい
た人率」との誤差が最小になるように部屋の使用確
率を変化させる方法を提案した．この方法は，今後
社会生活基本調査データがミクロデータとして利用
できるようになった場合にはさらに有効な方法とな
ると考えられる． 
第 5 章では，第 3 章，第 4 章で提案したマクロデ
ータである NHK 調査とミクロデータである PT 調査
の統合利用の方法および社会生活基本調査の情報を
活用した世帯人員間の活動スケジュールの相互作用
と共有時間を考慮する方法を，仙台都市圏を対象に
適用した．そして活動スケジュールやエネルギー消
費量推計精度を確認することで適応性と妥当性を検
証している．PT 調査は第 4 回仙台都市圏 PT 調査と
その付帯調査，NHK 調査は 2000 年の全国の値，社会
生活基本調査は 2002 年の仙台都市圏の値を使用した． 
あらかじめ使用する統計調査間の属性別のサンプ
ル数の違いや共通して把握できる項目(PT 調査と
NHK 調査は在宅時間や通勤･通学時間が共通)を比較
することで，時点,空間の異なるデータを用いること
の妥当性を考察している． 
さらに再現性の検討として推計した活動スケジュ
ールと NHK 調査の周辺分布(行為者率，行為者平均
時間，行為者標準偏差，時刻別行為者率)を比較し，
行為者率，行為者平均時間，時刻別行為者率は各属
性とも精度よく再現できているが，行為者標準偏差
は過小推計の傾向がありその原因が考察した． 
次に世帯の活動の相互作用と共有時間の再現性と
して，社会生活調査の｢一緒に食事をした率｣と｢家族
と一緒にいた人率｣との比較をした．｢一緒に食事を
した率｣は相互作用を考慮しない場合に比べて 40％ほ
ど統計値との誤差が小さくなっているが 15％ほどの
誤差が残る結果となったことを示した．｢家族と一緒
にいた人率｣は主婦以外の属性は精度よく再現できて
いる．主婦に関しては昼間の時間帯の誤差が大きく，
今回の方法では対象としていない外出時に，小学生
以下の子供と一緒にいたことを再現できていないこ
とが理由であるとした． 
そして世帯のエネルギー消費量推計精度を建築学
会の実測調査と総合エネルギー統計との比較から，
各用途(動力,厨房,給湯)とも実測調査と有意な差がな
く推計できていることを確認している． 
さらに本研究の特徴である世帯人員間の相互作用
と共有時間を考慮したことを影響の大きさが，考慮
しない場合に比べ，世帯のエネルギー消費量の平均
に対して 9％ほど差が生じる事を示すことで，世帯人
員間の相互作用を考慮する必要性を示した．  
第 6 章では，世帯のエネルギー消費量のうち，民
生(家庭)部門と運輸(旅客)部門に対応するエネルギ
ー消費量が居住地誘導によりどのように変化するか
を分析するモデルを構築し，郊外戸建住宅から都心
集合住宅への誘導という先行研究で最も交通エネル
ギー消費量の削減効果が大きいとされている居住地
誘導策を取り挙げ，シミュレーションを行なった． 
その結果先行研究では交通エネルギー消費量の削
減効果を単身非高齢世帯,単身高齢世帯，二人非高齢
世帯，二人高齢世帯でそれぞれ 29％,40％,19％,16％
程度過大評価している可能性を示した． 
そして，最もエネルギー消費量が削減される世帯
が単身非高齢世帯であることを示し，その理由を都
心に居住することで外出時間(買い物･私用)が増加す
るが，移動の増加が交通エネルギー消費量の増加に
つながらないのは，徒歩による移動が増えるためで
ある可能性を示した． 
第 7 章では本研究の結論と今後に残されている課
題を示した．本研究の結論は以下のとおりである． 
①世帯単位のエネルギー消費量を推計する際，新た
な調査を行うのではなく，世帯の活動を部分的に
調査している複数の既存の統計調査を組み合わせ
て利用する方法の提案した(第 3 章) 
②活動の世帯人員間の相互作用や共有時間を考慮す
る方法を提案した(第 4 章) 
③仙台都市圏を対象に適用し，エネルギー消費量を
精度よく推計可能なこと，相互作用や共有時間を
考慮する必要性を定量的に示した(第 5 章) 
④生成したミクロデータを活用したシミュレーショ
ン分析により，居住地の誘導によるエネルギー消
費量削減効果が，世帯の家庭エネルギー消費量と
交通エネルギー消費量の相互作用を考慮すること
で，これまでの評価結果とは大きく異なることを
示し居住地誘導の際の家庭部門と旅客部門のエネ
ルギー消費量の相互作用を考慮する必要性を定量
的に示した(第 6 章) 
 
今後の課題は以下のとおりである．①活動時間の
標準偏差が過小推計となっていた点について，合計
在宅時間と割り当てた活動時間を等しくなるように
するための計算方法の検討すること．現段階では在
宅時間の長さだけで活動時間を決めているが，在宅
時間帯と時刻別行為者率を用いた計算を行なうこと
を検討する．②「食事を家族で一緒にする率」の推
計において，世帯主を基準とした同時確率の考え方
の再検討すること，③行為者率と行為時間の相互作
用の考慮における社会生活基本調査の周辺分布から
内部分布を求める際の初期内部分布の再検討するこ
と，②③については昨年より利用可能となった社会
生活基本調査ミクロデータの活用が考えらえる．④
共有時間の決定の際最小化問題を解いていないため
適切なアルゴリズムの検討が必要となる． 
長期的な課題としては，都市構造再編の評価
へ向けて活動スケジュールモデルの精緻化(意
思決定メカニズムの明示化),居住地誘導の実
現可能性(住み替えに対する抵抗),具体的な誘
導政策を考慮した政策評価，業務･産業部門と
の相互作用の考慮である．これらは本研究の
成果と，土地利用交通モデルを組み合わせて
いくことで検討していく予定である． 
 
【参考文献】 
１） 坂本将吾：世帯の活動を考慮した都市圏エネルギー需
要モデルの構築,日本交通政策研究会,日交研シリーズ
A－471,2009 
２） 北村隆一，山本俊行，神尾亮：高密度都市圏での交通
エネルギー消費削減に向けた土地利用政策の有効性，
土木学会論文集，No.625/IV-44，171-180，1999 
３） Statistical Matching Theory and Practice，Marcello 
D’Orazio， Marco Di Zio， Mauro Scanu，Wiley， 
2006 
４） 中井秀信，森本章倫：コンパクトシティ政策が民生･
交通部門のエネルギー消費量に与える影響に関する研
究，土木学会論文集 D，Vol.64，No.1，1-10，2008 
５） 森川孝夫,下田吉之,水野稔；住宅や機器の性能分布を
考慮した大阪市住宅エネルギー需要の推計 世帯詳細
区分型都市住宅エネルギーエンドユースモデルの開発
と応用(2)，日本建築学会環境系論文集，第 595 号，
pp97-104，2005 
 
